
   犬山市外部通報の処理に関する要綱  

 

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２

号）の施行に関し、外部通報者の保護及び事業者の法令の遵守を図

るため、外部通報の処理に関し必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。  

（ 1) 外部の労働者  市の職員、臨時的任用職員、パート職員及び嘱

託員以外の者であって、公益通報者保護法第２条第１項各号に掲

げる事業者（以下単に「事業者」という。）を労務提供先とする

者をいう。  

（ 2) 外部通報  外部の労働者が労務を提供する事業者に係る法令の

遵守に関する通報及び相談をいう。  

（ 3)  外部通報者  外部通報をした外部の労働者をいう。  

 （外部通報者の責務）  

第３条  外部通報者は、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える

目的その他の不正の目的で外部通報を行ってはならない。  

２  外部通報者は、外部通報の事実を証する確実な資料に基づき、誠

実に外部通報をするように努めなければならない。   

 （外部通報の処理の業務に従事する者の責務）  

第４条  外部通報の処理の業務に従事する者は、外部通報者の個人情

報その他外部通報に関する秘密を漏らしてはならない。  

２  外部通報の処理の業務に従事する者は、外部通報の処理に際し、

他人の正当な利益及び公共の利益を害してはならない。  

 （外部通報の受付）  

第５条  市長は、事業者の法令の遵守を図るため、外部通報を受け付

けるものとする。  

 （外部通報の窓口）  



第６条  市長は、外部通報を受け付けるため、外部通報窓口を設置す

るものとする。  

２  外部通報窓口は、経済環境部産業課（以下「産業課」という。）

とし、産業課長が外部通報を受け付けるものとする。  

 （外部通報処理委員会）  

第７条  外部通報に係る事実を調査し、当該外部通報に係る事実の中

止その他是正のための必要な措置を提言するため、外部通報処理委

員会（以下「委員会」という。）を設置する。  

２  委員会は、次に掲げる者（以下「委員」という。）で構成する。  

（ 1) 副市長  

（ 2) 教育長  

（ 3) 部長級の職にある者  

３  委員会に委員長を置き、副市長をもって充てる。  

４  委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、あらかじめ委員長

が指定した委員がその職務を代理する。  

５  委員会は、委員長が招集し、主宰する。  

６  委員会の庶務は、産業課において行う。  

７  前各項に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、

委員長が別に定める。  

 （外部通報）  

第８条  外部の労働者は、実名で外部通報をするものとする。ただし、

やむを得ない理由があるときは、匿名で外部通報をすることができ

る。  

２  前項ただし書きの規定により匿名でなされた外部通報に対しては、

第９条、第１１条及び第１２条に定める外部通報者への通知は行わ

ない。  

 （外部通報の受付）  

第９条  産業課長は、外部通報を受けたときは外部通報受付票（様式

第１）により、外部通報者の氏名及び連絡先並びに外部通報の内容

を把握するものとする。  



２  産業課長は、外部通報の内容が市に処分、勧告等をする権限を有

しない内容であるときは、当該外部通報の内容に係る処分、勧告等

をする権限を有する行政機関を外部通報者に教示するものとする。  

３  産業課長は、外部通報を受理することとした場合はその旨を、受

理しないこととした場合はその旨及び理由を、外部通報者に速やか

に通知しなければならない。  

４  産業課長は、外部通報を受理することとした場合は、外部通報管

理台帳（様式第２）に記入するとともに、委員長へ報告するものと

する。  

 （外部通報の調査）  

第１０条  委員長は、前条第４項の報告を受けて調査の要否を判断し、

調査の必要があると判断したときは、委員を指名して調査を命じる

ことができる。  

２  前項の調査を命じられた委員は、調査の実施にあたっては、外部

通報に関する秘密が保持されるよう十分に配慮し、必要かつ相当と

認められる方法で行わなければならない。  

３  委員長は、調査の結果、外部通報に係る事実があると認めるとき

は、市長に当該事実の中止その他是正のために必要な措置を報告し

なければならない。  

 （外部通報者への調査の通知）  

第１１条  産業課長は、委員長の判断により当該外部通報に関し調査

を行うこととした場合はその旨、調査開始の時期及び調査に要する

期間の見通しを、調査を行わないこととした場合はその旨及び理由

を、外部通報者に速やかに通知しなければならない。  

２  産業課長は、外部通報者に調査の実施状況を適時通知するものと

する。  

３  産業課長は、調査が終了したときは、外部通報者に調査の結果及

び外部通報に係る事実の有無を遅滞なく通知するものとする。  

 （是正措置等）  

第１２条  市長は、第１０条第３項の報告を受けた時は、速やかに法



令に基づく措置その他適切な措置をとるものとする。  

２  産業課長は、市長が前項の措置を講じたときは、その旨を遅滞な

く外部通報者に通知するものとする。  

 （外部通報に係る記録の保存）  

第１３条  外部通報に関する記録は、産業課において１０年間保存す

るものとする。  

 （外部の労働者以外の者による通報等の取扱い）  

第１４条  市長は、外部の労働者以外の者による事業者に係る法令の

遵守に関する通報及び相談を受けたときは、この要綱の例により取

扱うものとする。  

２  外部の労働者以外の者で、事業者に係る法令の遵守に関する通報

及び相談をしようとする者には、第３条の規定を適用する。  

 （その他）  

第１５条  この訓令に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定

める。  

   附  則  

 この要綱は、平成１８年９月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。  


